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青梅市の環境特性と課題 
 

 

 

本市の環境を考える上で重要な環境特性と課題を以下のように整理しました。 

 

（１）人口構成の変化（核家族化の進行） 

本市の人口は、平成 25年１月時点で 138,739人となっています。平成15年から平成

25年までの過去 10年間では、14万人前後で推移しながらも微減傾向を示しています。 

世帯数は平成 25年１月時点で 60,483 世帯となっています。世帯数は増加傾向にありま

すが、1世帯当たりの人員は減少傾向にあり、平成 25年は 2.3人と平成15年の 2.5人か

ら減少しており、核家族化や単身世帯化が進んでいます。 

世帯においては、給湯設備や冷蔵庫、洗濯機などの機器を共同で使用することが多いため、

１人当たりのエネルギー消費量は、世帯人員の減少とともに増加し、1人世帯では 4人世帯

の約２倍になります。核家族化が進んでいる本市においても 1 人当たりのエネルギー消費量

は年々増加していると考えられます。 

 

● 人口・世帯数・１世帯当たりの人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青梅市の統計（平成 24 年度版） 

 

  

1 

140,499  

140,414  

140,840  

140,813  

140,372  

140,190  

139,818  

139,713  

140,038  

139,746  

138,739  
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● 世帯人員別１人当たりエネルギー消費量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（財）日本エネルギー経済研究所「平成２０年度エネルギー消費状況調査 

（民生部門エネルギー消費実態調査）」 

 

（２）東京の水源となっている緑豊かな森林とその荒廃 

本市の土地利用の約 6割が森林となっており、緑豊かな青梅の象徴的な存在となっていま

す。それらはスギ、ヒノキの人工林が大部分を占め、その他はアカマツ林や広葉樹林となっ

ています。多摩川水系や荒川水系の河川はこれらの森林を水源としており、青梅の森林が東

京の水源の一つと言えます。 

しかし、安価な輸入木材の増加に伴う国産木材の需要低下に加え、林業従事者の高齢化の

進行等により、林業が低迷し、植林から伐採までの森林の循環が進まず、適正な管理が十分

に行われていない状況にあります。 

 

● 青梅市の林業従事者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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● 伐採面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青梅市農林課 

 

● 全国製材用素材価格の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：木材価格統計調査（農林水産省） 
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（３）減少する農地 

田、畑、果樹園などは食料生産の場であるとともに、心を和ませてくれる身近な場でもあ

ります。しかし、都心で見ることが難しくなった貴重な農地は、本市でも都市化に伴い、特

に市街化区域内を中心に、年々減少しています。その要因としては、農業従事者の高齢化や

後継者不足、相続の問題などが考えられます。 

 

● 経営耕地面積および総農家数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青梅市の統計（平成 24 年度版） 

 

● 農業従事者年齢別構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都総務局「農林業センサス報告」 

461.8 
418.1 

361.5 
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3.7% 

4.9% 

0.9% 

5.5% 

4.4% 

2.3% 
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9.0% 

5.4% 

14.5% 

13.2% 

13.4% 

66.0% 

68.5% 

78.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（４）砕石等を運搬するダンプカーによる環境問題 

本市には、成木地区を中心に採石場があり、そこで採取される砕石等を運搬するダンプカ

ーが多数、市内の幹線道路を走っています。ダンプカーの走行に伴う排気ガス、騒音、振動

や交通安全対策などの問題があります。 

 

（５）御岳山や多摩川など観光地の環境問題 

本市を代表する観光地である御岳山や多摩川には行楽シーズンになると多数の観光客が訪

れます。その一方、ごみを置いて帰ったり、貴重な植物を採ったり、川を汚したりする問題

が起きています。 

 

（６）さらなるごみ削減を阻む課題 

本市ではこれまで、４R の推進として、ごみ減量・資源リサイクルハンドブックの配布や

マイバッグキャンペーン、集団回収の奨励等、市民への啓発を中心とした取り組みを推進し

てきました。 

本市の市民 1 人1日当たりごみ排出量は、減少傾向にあるものの、平成 25年度は 768g

となっており、第１次環境基本計画の目標値（760g 以下）は達成できていません。 

本市の燃やすごみを処理する西多摩衛生組合に搬入されるごみの組成割合を見ると、「紙

類」、「生ごみ」、「草・木」などの比率が高い結果となっており、ごみを出さない方策とこれ

らをいかに資源化できるかが課題となっています。 

 

● ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青梅市 

 

44,643 

43,983 

39,601 

42,305 

44,106 
45,231 

45,243 

43,686 

43,521 

43,825 

41,227 
40,996 

39,931 
39,567 

39,814 
39,161 

38,740 

885 

866 

774 

829 

862 

882 880 

850 
846 

855 

804 802 

783 
775 778 773 768 

680

720

760

800

840

880

920

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

１
人
１
日
当
た
り
の
ご
み
量
（
g）

 

ご
み
量
（
t）

 

年度 

ごみ量 １人１日当たりのごみ量 



第２章 青梅市の環境を取り巻く動向 

11 

● ごみ種別排出量の推移 

（家庭系ごみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※平成 18 年度は、容器包装プラスチックごみが燃やさないごみに含まれる。 

※有害ごみは、燃やさないごみ・容器包装プラスチックごみに含まれる。 

 

（事業系ごみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：青梅市 
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1,561  

1,528  

1,506  

1,462  

1,831  

1,623  

1,568  

1,617  

1,593  

1,587  

1,616  

533  

479  

443  

409  

421  

381  

376  

393  

6,305  

6,324  

6,133  

5,747  

5,897  

5,885  

5,653  

5,541  

0 10,000 20,000 30,000 40,000

平成18年度 

19

20

21

22

23

24

25

ｔ 

燃やすごみ 燃やさないごみ 容器包装プラスチックごみ 粗大ごみ 資源ごみ 

7,058  

6,178  

6,000  

5,860  

5,778  

6,174  

5,850  

5,609  

37 

30 

25 

23 

29 

23 

22 

23  

177 

183 

185 

172 

164 

70 

32 

151  

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

平成18年度 

19

20

21

22

23

24

25

ｔ 

燃やすごみ 燃やさないごみ せん定枝（市の公共施設） 



 

12 

 

（集団回収） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：青梅市 

 

● 西多摩衛生組合環境センターごみ組成割合（平成 25 年度：湿ベース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：多摩地域ごみ実態調査（平成 25 年度） 
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市民の環境に対する意識 
 

 

 

平成 25年度に実施した市民アンケート結果から得られた本市の環境に対する市民の行動

および意見・意向の概要を以下に示します。 

 

（１）自然環境についての高い満足度評価 

満足度が高い環境資源として、「山や丘陵部の緑」「空気のきれいさ」「水のきれいさ」など

の本市の環境基盤ともいえる自然環境を市民は高く評価しています。 

一方で、「農地や土の身近さ」「山や丘陵部の緑」「生物の身近さ」などが以前に比べて悪化

していると評価しており、都市化に伴う市街化区域内の農地の減少や、身近な自然の維持管

理が十分になされていないことによる影響と考えられます。 

市民は、現在の山や丘陵、河川などを、本市を構成する重要な環境資源としてとらえてい

る様子がうかがえ、今後、市が重点的に進めるべき施策についても、「動植物にとって良好な

森林・河川の保護・回復」、「里山・農地など身近な環境の維持管理」が上位にあがっていま

す。 

● 居住地区の環境の満足度（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

満足 

45.1% 

15.8% 

11.7% 

12.7% 

18.6% 

16.6% 

19.4% 

19.4% 

24.5% 

22.0% 

やや満足 

23.2% 
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19.9% 

18.4% 

23.7% 

20.4% 

30.5% 

28.7% 

34.3% 

27.1% 

普通 

24.1% 

43.2% 

42.5% 

54.5% 

46.1% 

45.5% 

33.6% 

37.3% 

29.2% 

38.5% 

やや不満 

2.9% 

9.2% 

16.4% 

9.4% 

6.9% 

11.0% 

10.3% 

8.1% 

7.8% 

6.9% 

不満 

0.7% 

1.5% 

6.6% 

1.8% 

1.8% 

3.2% 

2.9% 
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2.9% 

無回答・無効 

4.0% 
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2.9% 

3.2% 

2.9% 

3.3% 

3.3% 

3.5% 

2.4% 

2.6% 
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山や丘陵部の緑の豊かさ 

都市の緑やまちなみの美しさ 

公共の広場、公園の充実 

農地や土の身近さ、親しみやすさ 
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身近さ、親しみやすさ 

水資源（湿地、池、地下水、湧水など）の

豊富さ 

水のきれいさ（河川・水路や池沼の様子） 

水や水辺の身近さ、親しみやすさ 

空気のきれいさ 

（車の排気ガス、星空の見え方） 

周辺の臭い（近隣の悪臭が少ない） 

(N=727) 
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● 居住地区の環境の満足度（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 以前（１０年前程度）と比較した居住地区の環境変化（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

満足 

18.6% 

9.1% 

7.3% 

7.3% 

7.7% 

2.1% 

2.1% 
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25.3% 

8.4% 

7.7% 

8.3% 

8.0% 

普通 

37.0% 

30.5% 

61.8% 

55.7% 

44.3% 

65.9% 

68.8% 

68.5% 

63.7% 

やや不満 

13.9% 

25.7% 

8.0% 

12.8% 

16.4% 

15.4% 

15.3% 

15.0% 

18.0% 

不満 

2.5% 

15.7% 

1.4% 

3.0% 

4.0% 

5.0% 

2.9% 

2.6% 

5.1% 

無回答・無効 

2.7% 

2.5% 

3.1% 

3.3% 

2.3% 

3.2% 

3.2% 

2.8% 

3.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まちの静けさ（騒音や振動） 

公共交通機関（バス・電車）の便利さ 

資源の有効活用 

（リサイクル、リユースなど） 

昔ながらのまち並みの保存 

町の清潔さ・きれいさ 

（ごみの散乱、ポイ捨てなど） 

環境について学習する機会の豊富さ 

環境活動に参加する機会の豊富さ 

地域環境イベントの豊富さ 

環境の状況や施策に関する 

情報の入手しやすさ 

(N=727) 

良くなった 

8.7% 

5.6% 

5.5% 

2.6% 

4.3% 

3.0% 

4.5% 

4.4% 

5.2% 

4.3% 

やや良くなった 

8.8% 

20.8% 

17.3% 

6.2% 

8.1% 

7.8% 

18.2% 

12.8% 
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57.6% 
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61.2% 

65.1% 

63.1% 

70.3% 

57.6% 
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58.7% 

66.4% 

やや悪くなった 

16.1% 
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16.0% 

14.6% 

9.6% 

9.9% 
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14.4% 

8.3% 

悪くなった 

2.2% 

1.5% 

2.2% 

3.3% 

3.3% 

2.2% 

2.6% 

3.3% 

3.0% 

2.2% 

無回答・無効 

6.6% 

6.7% 

6.0% 

6.8% 

6.6% 

7.1% 

7.2% 
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7.1% 
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山や丘陵部の緑の豊かさ 

都市の緑やまちなみの美しさ 
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農地や土の身近さ、親しみやすさ 

生き物（野鳥、昆虫、魚など）の 

身近さ、親しみやすさ 

水資源（湿地、池、地下水、湧水など）の

豊富さ 

水のきれいさ（河川・水路や池沼の様子） 

水や水辺の身近さ、親しみやすさ 

空気のきれいさ 

（車の排気ガス、星空の見え方） 

周辺の臭い（近隣の悪臭が少ない） 

(N=727) 
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● 以前（１０年前程度）と比較した居住地区の環境変化（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮行動として「節電」が定着 

「いつも行っている」、「時々行っている」を合わせた『実践率の高い環境配慮行動』とし

て、「ごみの分別を市のルールに従って行っている」「冷暖房の設定温度や運転時間に配慮し

たり、照明や家電製品の電源をこまめに消すなど節電を心がけている」「家電製品や家具など

はできるだけ長く使うようにしている」を実践している市民が９割を超えています。 

また、東日本大震災前後での環境に対する意識変化において、８割近い市民が「節電や省

エネルギー」を重視するようになったと回答しています。 

国内全体におけるエネルギー利用のあり方についての社会的論議が続くなか、日常的な「節

電・省エネ行動」については、これまでの努力目標から日常的な習慣へと行動様式が変化、

定着したものと考えられます。 
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58.3% 

56.0% 

63.3% 
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74.8% 

74.8% 

72.5% 

71.0% 

やや悪くなった 

19.4% 

9.9% 

3.4% 

11.4% 

13.6% 

4.3% 

3.7% 

4.3% 

5.0% 

悪くなった 

3.9% 

6.5% 

0.7% 

1.9% 

2.8% 

1.5% 

1.0% 

1.0% 

1.1% 

無回答・無効 

7.3% 

6.8% 

7.0% 

7.2% 

6.3% 

6.9% 

7.0% 

7.2% 

6.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まちの静けさ（騒音や振動） 

公共交通機関（バス・電車）の便利さ 

資源の有効活用 

（リサイクル、リユースなど） 

昔ながらのまち並みの保存 

町の清潔さ・きれいさ 

（ごみの散乱、ポイ捨てなど） 

環境について学習する機会の豊富さ 

環境活動に参加する機会の豊富さ 

地域環境イベントの豊富さ 

環境の状況や施策に関する 

情報の入手しやすさ 

(N=727) 
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● 日常的な環境配慮行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いつも行っている 

62.3% 

34.5% 

42.1% 

60.1% 

14.6% 

46.2% 

68.2% 

30.9% 

46.6% 

92.2% 

62.0% 

12.5% 

69.9% 

77.7% 

22.0% 

78.4% 

60.5% 

30.1% 

58.6% 

44.4% 

17.9% 

時々行っている 

31.6% 

38.1% 

37.4% 

26.8% 

9.9% 

12.1% 

17.7% 

27.8% 

31.9% 

3.9% 

26.1% 

39.1% 

4.3% 

12.4% 

15.8% 

13.9% 

25.3% 

40.7% 

16.4% 

26.0% 

41.3% 

行っていないが、 

今後行いたい 

2.1% 

22.6% 

13.3% 

8.1% 

45.7% 

11.6% 

8.0% 

25.3% 

10.7% 

1.0% 

6.7% 

30.8% 

3.6% 

5.0% 

29.7% 

4.0% 

8.3% 

20.2% 

4.3% 

14.9% 

28.5% 

行っておらず、 

今後も行わない 

0.3% 

1.5% 

3.0% 

1.8% 

25.3% 

26.3% 

2.6% 

12.2% 

7.4% 

0.1% 

1.7% 

13.5% 

16.8% 

1.9% 

28.5% 

0.8% 

2.6% 

5.0% 

2.2% 

8.3% 

8.7% 

該当しない 

11.7% 

3.0% 

無回答・無効 

3.7% 

3.3% 

4.2% 

3.2% 

4.5% 

3.8% 

3.5% 

3.8% 

3.4% 

2.8% 

3.5% 

4.1% 

5.4% 

3.0% 

4.0% 

2.9% 

3.3% 

4.0% 

6.8% 

3.4% 

3.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冷暖房の設定温度や運転時間に配慮したり、 

照明や家電製品の電源をこまめに消すなど 

節電を心がけている 

省エネルギー型の家電製品 

を優先して購入している 

月々の電気の使用量を把握し、 

その変化に注意している 

歯磨きや洗いものの時に水を 

出しっぱなしにしないようにしている 

蛇口に節水コマをとりつけて、 

使う水の量を減らしている 

風呂の残り水を洗濯に使用している 

油や食べ残しを流さないようにしている 

洗濯洗剤やシャンプー、合成洗剤などの 

使用量を控えている 

買い物袋(マイバッグ)を持参し、 

レジ袋をもらわないようにしている 

ごみの分別を市のルールに従って行っている 

外出時にはごみを持ち帰っている 

プラスチックやビニール製品を 

できるだけ使わないようにしている 

ごみの野焼き、小型焼却炉による 

自家焼却をしないようにしている 

市や地域で行っている資源回収に協力している 

堆肥化などによって生ごみの減量に努めている 

家電製品や家具などは 

できるだけ長く使うようにしている 

リサイクル商品や詰め替え商品などを 

優先的に購入している 

地元でとれた農産物などを優先的に購入している 

自動車やバイクを使用する際には、 

不要なアイドリング、空ぶかし、急発進等を 

しないようにしている 

近隣への移動は、自動車やバイクを使わず、 

自転車を利用したり、歩いて出かけるようにしている 

休日や余暇には自然（里山、川など）と 

ふれあうようにしている 

(N=727) 
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● 東日本大震災後の環境への意識変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）再生可能エネルギーへの関心の高さ 

平成 24年７月に開始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」などの動きを受

け、太陽光発電を中心に再生可能エネルギー設備機器の導入・普及が急速に進みつつありま

す。 

「再生可能エネルギーに関心がある」とする市民は、９割近くに達しており、また、今後

の市の重点施策として「再生可能エネルギーの導入促進」が上位回答にあがっています。 

 

● 再生可能エネルギーへの関心 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

震災前よりも 

重視するようになった 

76.5% 

52.8% 

41.4% 

60.1% 

48.6% 

震災前と変わらない 

19.9% 

44.3% 

53.8% 

36.9% 

48.3% 

震災前よりもよりも 

重視しないようになった 

0.6% 

0.1% 

1.5% 

0.4% 

0.4% 

無回答・無効 

3.0% 

2.8% 

3.3% 

2.6% 

2.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

節電や省エネルギー 

ごみ減量やリサイクル、リユース 

再生可能エネルギーの普及 

（太陽光、風力など） 

自然への畏れや敬い、感謝 

生き物への愛情や自然とのつながり 

(N=727) 

とても関心

がある 

41.3% 

少し関心が

ある 

46.2% 

あまり関心

がない 

9.4% 

全く関心が

ない 

1.7% 

無回答・無

効 

1.4% 

（N=727） 
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（４）動植物にとって良好な生息・生育環境保全への期待 

「生物多様性」という言葉についての認知度は、約７割の市民が意味や内容を知らないと

していますが、重点的に取り組むべき市の環境施策として「動植物にとって身近な森林・河

川の保護・回復」が最上位にあがっています。 

このことから、「生物多様性」の意味は知らなくても、動植物の生息・生育環境の保全が重

要であると認識している様子がうかがえます。 

 

● 生物多様性の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

言葉を知って

おり、意味もよ

く理解している 
7.0% 

言葉を知って

おり、概ね意味

も理解している 
22.6% 

言葉としては

知っているが、

意味はよく理

解していない 
38.2% 

言葉として知ら

ず、意味も理

解していない 
29.2% 

無回答・無効 
3.0% 

（N=727） 
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（５）重点的に取り組むべき市の環境施策 

重点的に取り組むべき市の環境施策は、「動植物にとって良好な森林・河川の保護・回復」

が最も多く、次いで「里山・農地など身近な環境の維持管理」、「不法投棄やごみの散乱の防

止」、「太陽光・風力・水力・バイオマスなどの再生可能エネルギーの導入促進」、「市街地に

おける緑化・景観への配慮」となっており、「緑」、「水」、「ごみと資源」、「エネルギー」に対

する関心が高くなっています。 

 

● 重点的に取り組むべき市の環境施策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.4% 

51.3% 

45.0% 

42.6% 

41.1% 

35.9% 

24.3% 

23.2% 

19.3% 

19.0% 

18.4% 

17.1% 

16.5% 

9.6% 

9.1% 

7.4% 

6.6% 

4.7% 

2.3% 

0.3% 

3.4% 

0% 20% 40% 60% 80%

動植物にとって良好な森林・河川の保護・回復 

里山・農地など身近な環境の維持管理 

不法投棄やごみの散乱の防止 

太陽光・風力・水力・バイオマスなどの 

再生可能エネルギーの導入促進 

市街地における緑化・景観への配慮 

ごみの減量やリサイクル 

自然とのふれあい 

開発事業に対する環境保全 

ダイオキシンなど有害化学物質への対応 

省エネルギーの推進 

減農薬、適正間伐など環境保全型農林業の推進 

工場などの事業者に対する公害対策 

過剰包装などのごみの発生源対策 

環境教育の推進 

環境負荷（環境に与えるマイナスの影響）を 

軽減する交通体系の整備 

NPOなど、市民の環境保全活動の推進 

環境情報の整備と公開 

環境に関するイベントの充実など、啓発活動 

その他 

特になし 

無回答・無効 

（N=727） 
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青梅市の環境行政を取り巻く変化 
 

 

 

第１次環境基本計画の実施期間における環境行政を取り巻く主要な変化を以下に示します。 

 

（１）エネルギー対策・地球温暖化対策をめぐる動き 

平成 23年３月に発生した東日本大震災と福島第一原子力発電所事故に端を発する、国内

の原子力発電所の長期的な稼働停止は、我が国の電力供給システムのぜい弱さを露呈する結

果となりました。また、原子力発電の停止に伴う火力発電の再稼働により、二酸化炭素（CO2） 

排出量の大幅な増加といった問題が生じるなど、地球温暖化対策の根幹となるこれまでのエ

ネルギー供給や消費のあり方を問うこととなりました。 

国においては、平成 26年４月に第 4次となる「エネルギー基本計画」を閣議決定し、「安

定供給（エネルギー安全保障）」、「効率性の向上による低コストでのエネルギー供給（経済効

率性）」、「環境への適合」および「安全性」を図ること、多様な主体が参加し、多様な選択肢

が用意される、より柔軟かつ効率的なエネルギー需給構造を創出することを基本的方針に掲

げ、原子力発電所の再稼働を含む各エネルギー源の位置づけおよび政策の方向性が示されま

した。 

平成 24年７月に開始された「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」により、太陽光

発電を中心に急速に導入が進みつつある再生可能エネルギーについては、「有望かつ多様で、

重要な低炭素の国産エネルギー源として、2013年から３年程度、導入を最大限加速してい

き、その後も積極的に推進する」としていますが、導入目標については、「これまでのエネル

ギー基本計画を踏まえて示した水準を更に上回る水準の導入を目指し、エネルギーミックス

の検討に当たっては、これを踏まえることとする」という表現にとどまっており、具体的な

目標値については明示されていません。 

一方、地球温暖化対策については、平成 24 年末に京都議定書の第一約束期間が終了しま

したが、日本は、京都議定書第二約束期間（平成25～32年）には加わらずに、国連気候変

動枠組条約下のカンクン合意にもとづき、平成 25 年度以降も引き続き地球温暖化対策に取

り組むこととしています。 

国は、平成 25年 11 月の COP19 において『2020年度の温室効果ガス削減目標は、

2005年度比で３.８％減とする』という日本の温室効果ガス削減目標を気候変動枠組条約事

務局に提出しました。この目標は、原子力発電の活用のあり方を含むエネルギー政策および

エネルギーミックスが検討中であることを踏まえ、原発による温室効果ガスの削減効果を含

めずに設定した現時点での目標であり、今後エネルギー政策およびエネルギーミックスの検

討の進展を踏まえて見直し、改めて確定的な目標を策定することとなっています。 

東京都は、平成 20年に「東京都環境基本計画」を改定し、この中で『2020年までに東

京の温室効果ガス排出量を 2000 年比で 25％削減する。』ことを目標として掲げていまし

たが、原子力発電所の停止による電気の CO2排出係数の悪化を受けて、平成 26 年 3 月に

『2020 年までに東京のエネルギー消費量を 2000 年比で 20％削減する』という目標に

３ 



第２章 青梅市の環境を取り巻く動向 

21 

転換しています。 

地球温暖化の進行を防ぐためには、省エネルギー活動などの個別対策に加え、都市構造そ

のものを低炭素型に転換していくことも必要です。平成 24年 12月には、都市の低炭素化

を図り、もって都市の健全な発展に寄与することを目的とした、｢都市の低炭素化の促進に関

する法律｣が制定されました。環境負荷の小さいまちづくりの実現に向け、公共交通機関の利

用促進、未利用エネルギーや自然資本等の面的活用など、都市整備事業の推進と民間活動の

規制・誘導などの手法を組み合わせ、低炭素型都市構造を目指した都市づくりが進められて

います。 

 

（２）生物多様性をめぐる動き 

平成 22 年 10 月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約締約国会議（COP10）

において、新たな世界目標として採択された「戦略計画 2011-2020」（愛知目標）では、

長期目標として、2050年（平成62 年）までに「自然と共生する社会」を実現することを

掲げています。 

これを踏まえ、国の「生物多様性国家戦略 2012－2020」が閣議決定され、生物多様性

の長期展望とより一層の生物多様性の推進が示され、2020 年までに重点的に取り組むべき

施策の大きな方向性として、 

① 生物多様性を社会に浸透させる 

② 地域における人と自然の関係を見直し、再構築する 

③ 森・里・川・海のつながりを確保する 

④ 地球規模の視野を持って行動する 

⑤ 科学的基盤を強化し、政策に結びつける 

とする５つの基本戦略が提示されています。 

平成 20年に施行された「生物多様性基本法」においては、都道府県および市町村は生物

多様性地域戦略の策定に努めることとされています。 

また、東京都では平成 24年 5月に「緑施策の新展開～生物多様の保全に向けた基本戦略

～」を策定しました。そこでは、生物多様性の危機を背景に、これまでの取り組みと、生物

多様性の視点から強化する将来的な施策の方向性を取りまとめ、2020年を目標に「まもる」

「つくる」「利用する」の視点から新たな施策を展開することとしています。 

そして、平成25年１月に発表された『「2020年の東京」へのアクションプログラム2013』

の中では、生物多様性の保全に向け、首都東京ならではの先駆的な取り組みを展開すること

とし、平成 25 年度から平成 27年度までの３か年で、「希少種の保護、外来種対策」、「生態

系に配慮した緑化や自然環境の確保」などを重点的に取り組むこととしています。 
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（３）循環型社会をめぐる動き 

「循環型社会形成推進基本法」にもとづき、平成 25 年５月に第３次となる「循環型社会

形成推進基本計画」が閣議決定されました。 

このなかで、最終処分量の削減など、これまで進展した廃棄物の量に着目した施策に加え、

循環の質にも着目し、 

① リサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）の取り組みがより進む社

会経済システムの構築 

② 小型家電リサイクル法の着実な施行など使用済製品からの有用金属の回収と水平リサ

イクル等の高度なリサイクルの推進 

③ アスベスト、PCB 等の有害物質の適正な管理・処理 

④ 東日本大震災の反省点を踏まえた新たな震災廃棄物対策指針の策定 

⑤ エネルギー・環境問題への対応を踏まえた循環資源・バイオマス資源のエネルギー源へ

の活用 

⑥ 低炭素・自然共生社会との統合的取り組みと地域循環圏の高度化 

などが提示されています。 

循環型社会に係る法制度では、バイオマスの活用の推進に関し、基本理念を定めること等

により、バイオマスの活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、それにより持

続的に発展することができる経済社会の実現に寄与することを目的とした、「バイオマス活用

推進基本法」が平成 21年 9月に施行されたほか、平成 20年 10月には、農林漁業に由来

するバイオマスのバイオ燃料としての利用促進を図り、国産バイオ燃料の生産拡大を推進す

るため、「農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律」（農

林漁業バイオ燃料法）が施行、平成 25 年４月には、使用済小型電子機器等の収集およびレ

アメタルを含む有用金属の回収を促進するため、「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に

関する法律」（小型家電リサイクル法）が施行されています。 

 

 

 

 

 

 

 


